
成長戦略進化のための今後の検討方針（抜粋） 

平成 26 年 1 月 20 日 
産業競争力会議 

 

Ｉ．働く人と企業にとって世界トップレベルの活動しやすい環境の実現 

１．女性の活躍推進と全員参加型社会実現のための働き方改革 

 

日本経済を持続可能な成長軌道に乗せるため、我が国最大の潜在力である女性の力

を最大限発揮させるとともに、ダブルインカムの拡大により世帯の所得の向上を図る

必要がある。このため、女性の活躍を妨げる障壁を解消し、支援を強化するための具

体的方策を平成 26 年年央を目途にとりまとめ、強力に取り組む。 

（以下省略） 

 

① 「女性が輝く日本」の実現 

企業における意思決定層への女性の登用を促進するため、役員・管理職への登用

に関する目標設定の奨励や、有価証券報告書等を通じた情報開示の促進を含め、所

要の方策について検討する。また、公共調達において、男女共同参画に関連する調

査の委託先を選定する際に、男女共同参画に積極的に取り組む企業を評価するとと

もに、更なる取組を検討する。さらに、女性の活躍により政策目的達成への貢献が

期待される事業を対象に、女性の活躍が進んだ企業や女性が経営する企業に対する

補助金等の活用を検討する。 

 

男女がともに豊かな生活とキャリアアップを両立できる職場・社会づくりを進め

る。企業のトップや管理職の意識改革を推進するとともに、社員の育児休業取得に

伴う代替要員の確保等のための企業のコスト負担を軽減させる方策等を検討する。

また、柔軟な働き方の推進に向け、テレワーク実証を行いながら、労働時間規制の

在り方も含め、テレワークの普及・拡大のための措置に取り組む。 

 

女性の活躍を支える社会基盤整備を強力に進める。まず「待機児童解消加速化プ

ラン」を確実に実施する。あわせて、保育士不足に対応するための方策を検討する。

また、就学前のみならず、小学校入学後も、子どもが安心して過ごせる居場所を確

保し、子どもを持つ女性等の就業を更に促進する観点から、待機児童解消等に向け

た学童保育の充実等について検討を行う。また、働き方の選択に対して中立的な税

制・社会保障制度の在り方や、ベビーシッターやハウスキーパー等の家事・育児支

援サービスの利用者負担軽減に向けた方策、品質保証の仕組みの導入、人材供給の

拡大のための方策等について検討する。 

 

総理主導で、女性が輝く社会の実現に向けた全国的なムーブメントを作り出す。

女性の活躍促進のための情報発信・意見交換の場を各地域で開催するとともに、

様々な分野で活躍する女性や経済団体等による連携プラットフォームの構築を支

援する。 

（参考資料） 


